
 

建築物エネルギー消費性能基準等の改正等に伴う手数料条例の改正について 

 

令和４年12月14日  

都 市 整 備 部  

 

１ 改正の趣旨 

 マンションの管理計画等の提出があった場合における共同住宅等の増築等に係る長期優良住宅 

建築等計画等認定申請手数料の額を定めるほか、低炭素建築物新築等計画認定申請手数料等の額 

の区分を改めようとするものである。 

 

２ 改正の内容 

2-1長期優良住宅の普及の促進に関する法律関連 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律の一部改正に伴い、長期優良住宅建築等計画（既存マ

ンションの増築・改築及び維持保全に関する計画）及び長期優良住宅維持保全計画（既存マンシ

ョンの維持保全に関する計画）の認定において、「マンションの管理の適正化の推進に関する法

律」に規定する管理計画認定マンションについては、長期優良住宅の認定基準の一部である維持

保全に関する適合性を有するものとみなされるため、当該認定審査に要する時間が短縮されるこ

とから、通常の認定申請手数料よりも低額の申請手数料を新たに定めるものである。 

管理計画認定マンションの管理者等から管理計画認定通知書等の提出があった場合の認定申請

手数料を別表65の11に定める。（長期優良住宅認定に係る手数料表を別紙１として添付。） 

 

2-2都市の低炭素化の促進に関する法律関連 

都市の低炭素化の促進に関する法律施行規則等の改正に伴い、低炭素建築物新築等計画認定

（以下「低炭素認定」という。）の申請類型が次のとおり改められた。 
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１）複合建築物の「非住宅部分のみ」及び「住宅部分のみ」を認定する単位の新設。 

２）共同住宅等における住戸単位の認定の廃止。 

以上のことから、手数料条例に規定する当該事項に係る建築物の区分等を改めようとするもの

である。 

低炭素認定については手数料条例別表65の16に規定しているが、新設される複合建築物の「非

住宅部分」及び「住宅部分」に関する認定申請手数料の額については、制定済みである「非住宅

建築物」及び「共同住宅等」の認定と審査内容が同様となることから、当該認定申請手数料の額

と同額とするほか、共同住宅等の住戸単位に関する認定申請手数料を削除する。また、当該認定

に係る変更認定申請手数料を規定している別表65の17を併せて改める。（低炭素認定に係る手数

料表を別紙２として添付。） 

【低炭素認定の認定単位】 

 

2-3建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関連 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則等の改正に伴い、建築物エネルギー 

消費性能向上計画認定（以下「性能向上計画認定」という。）の申請類型が次のとおり改められ

た。 

１）複合建築物の「住宅部分のみ」を認定する単位の新設。 

２）共同住宅等における住戸単位の認定の廃止。  

以上のことから、手数料条例に規定する当該事項に係る建築物の区分等を改めようとするもの 

 である。 

性能向上計画認定については手数料条例別表65の22に規定しているが、新設される複合建築物 

の「住宅部分」に関する認定申請手数料の額については、制定済みである「共同住宅等」の認定 

と審査内容が同様となることから、当該認定申請手数料の額と同額とするほか、共同住宅等の住

戸単位に関する認定申請手数料を削除する。また、当該認定に係る変更認定申請手数料を規定し

ている別表65の23を併せて改める。（性能向上計画認定に係る手数料表を別紙３として添付。） 

 



【性能向上計画認定の認定単位】 

 

３ 施行期日 

 条例の公布の日から施行する。 

 改正省令（令和４年11月７日施行）により新設された「誘導仕様基準」に係る認定申請の手数 

料の額の改定については３月議会に上程予定。 
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